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有効需要分析における失業保険
自発的失業と非自発的失業への効果 ∗

菅 原 晃 樹 †

概 要

本稿では Ono (1992, 2001)による有効需要分析モデルを用い，労働に対する不効用の異質
性を持つ個人が毎期生まれてくることを想定した世代重複モデルを構築し，失業政策が自
発的失業率と非自発的失業率へ与える効果を同時に分析することを可能にした。本稿のモ
デルを用いた分析により，失業保険給付額の増額は不況定常状態に陥っている経済におい
て二つの効果があることを示す。一つは労働者の労働意欲が低下して自発的失業率が上昇
する効果。もう一つは自発的失業率が上昇することによりデフレギャップが縮小し有効需
要が増加することから，非自発的失業率が低下する効果である。

JEL classification：E24; E41; J65

Keywords：失業保険；自発的失業；非自発的失業；有効需要

1 はじめに

日本における失業率は総務省統計局が公開し

ている資料1によると，戦後長らく 1～2％で推移

していたが 80年代から上昇し，2003年に 5％を

超えるピークを迎え 2008年現在 3.9％となって

いる。また，EUやアメリカ，他のOECD諸国と

比較すると日本は長らく低失業率であった。こ

のような失業の動きや国ごとの違いを説明する

ために，近年代表的に二つの立場に分かれて研

究が行われている。一つは新古典派による労働

市場における構造的な摩擦によって生じている

自然失業率の動きで説明する試みである。サー

チ・マッチング理論をマクロモデルに導入し，現

実の失業率の動きを説明しようとする研究が盛

∗ 本稿の作成にあたって，二神孝一教授（大阪大学大学院
経済学研究科）と小野善康教授（大阪大学社会経済研究
所）から詳細な指導を受けた。また，橋本賢一氏と森田
忠士氏には有益な意見を頂いた，記して感謝する。

† 大阪大学大学大学院経済学研究科博士後期課程
1 http://www.stat.go.jp/data/roudou/index.htm 参照

んに行われている2。もう一つはニュー・ケイン

ジアンによる価格もしくは賃金がなんらかの理

由により硬直的であることからおこる，労働需

要と供給とのギャップの動きによって明らかに

する試みである3。

しかし，古くから存在するもう一つの立場に，

有効需要の変動により失業の動きを説明するケ

インジアン・アプローチがある。特にケインジ

アン・アプローチでは，失業の存在に関して自発

的失業や構造的失業で説明はせずに，非自発的失

業に注目をして議論を行っている。Ono (1992,

2001)は貨幣，もしくは流動性の利子率が消費

の利子率と等しくなるというケインズの主張を

代表的個人モデルで示した。流動性選好の不飽

和性が人間にあると想定し，そのもとでは流動

2 サーチ理論自体にも様々なものがあるが，ここではそれ
らが興味深くまとめられている Rogerson et al. (2005) と
Pissarides (2000) を挙げるに留める。

3 総括している文献にWoodford (2003)がある。また，最近
の代表的な研究として Blanchard and Gali (2007)が挙げら
れる。
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性プレミアムが高い水準のまま維持され，有効

需要が生産の完全雇用水準まで到達されない不

況定常状態に陥る過程を説明した4。

ここで，失業率を決定する重大な経済要因の

一つとして失業保険の存在が挙げられる5。どの

立場に立っても失業保険額が自発的失業率へ影

響を与えることに関しては論を俟たないであろ

う。特にサーチ理論では失業保険額の変動と構

造的失業率が，どのように関係しているかにつ

いて詳細に分析されている。失業保険額が労働

市場参加率に影響を与え，失業率も変化させる

ことが明らかにされている。しかし，非自発的

失業が存在する下での失業保険額の影響につい

ては，サーチ理論でもニュー・ケインジアンモ

デルでも分析を行うことができない。本稿では

Ono (1992, 2001)による有効需要分析の枠組み

を用い，個人間に労働に対する不効用の異質性

が存在することを仮定し，失業保険の変動と自

発的・非自発的失業率との関係を明らかにする

モデルを構築し分析を行う。

本稿のモデルは，不況定常状態において失業保

険給付の増額が失業率に対して二つの効果を持

つことを示す。一つは労働者の労働意欲が低下

して自発的失業率が上昇する効果。もう一つは

自然失業率が上昇することによりデフレギャップ

が縮小し，有効需要が増加することによる非自発

的失業率の低下する効果である。本モデルを用

いることにより，先述したサーチ理論やニュー・

ケインジアンによる失業保険と自然失業率の関

係のみに着目する議論を補完し，有効需要に対

する影響を分析することも可能となる。また，

Ono (2008b)は所得分配政策が乗数効果を引き

上げる効果があることを証明しているが，本稿

4 Ono (2008a)は日本のバブル崩壊後の長期不況のデータと
モデルの整合性を議論している。

5 失業保険と失業率に関する理論と実証に関して，Meyer
(1995) はアメリカにおける議論を行っている。Nicholson
and Needels (2006) は近年の研究のサーベイを詳しく行っ
ている。また大竹 (1987) は日本における研究のまとめと
実証を行っている。

でも同じく失業保険による所得分配の度合いを

高めた場合，有効需要への正の効果が現れるこ

とを明らかにしている。

本稿は２節でモデルの記述を行い，３節は不

況定常状態における均衡の描写，４節は失業保

険の変動が失業率へ与える影響の分析を行い，

５節で結論を示す。

2 モデル

本稿では，労働に対する不効用が一様分布で

ある一単位の異質な主体が毎期生まれ，若年期

と老年期の２期間生存する世代重複モデルを仮

定する。i = [0, 1]で各個人が指標化され，労働

に対する不効用 eiの分布は，[e, e]の間で一様分

布であると仮定する。また，各個人の労働時間

を１単位と基準化する。効用関数は，Ono (2001)

により定式化された，不況定常状態において貨

幣の限界効用がゼロへ収束しないMoney-in-the-

Utility(MIU)モデルを用いる。また，Hashimoto

(2004)による世代重複モデルにならい，t期に生

まれる各個人は以下のように各期の消費と貨幣

保有から効用を得る。

VS
i,t = Φ

S
i,t + Φ

S
i,t+1, S = E or U, (1)

ΦE
i,t ≡ u(cE,y

i,t ) + μ(mE,y
i,t ) − ei,

ΦU
i,t ≡ u(cU,y

i,t ) + μ(mU,y
i,t ),

ΦS
i,t+1 ≡ δ(u(cS ,o

i,t+1) + v(mS ,o
i,t+1)),

u′ > 0, u′′ < 0, μ′ > 0, μ′′ ≤ 0,

lim
mS ,y

i →∞
μ = σ, v′ > 0, v′′ ≤ 0, lim

mS ,o
i →∞

v = β.

ΦS
i,t は若年期に各状態にある個人の効用であり，

雇用状態にあるならば労働の不効用が発生する。

ΦS
i,t+1は老年期の各個人の効用である。効用を構

成する要素としてそれぞれ，cS ,y
i,t ，cS ,o

i,t+1は各個人

の若年期と老年期の消費，mS ,y
i,t ，mS ,o

i,t+1は各個人
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の若年期と老年期における実質貨幣保有，δは

時間割引因子，σ，βは貨幣保有の限界効用が飽

和した状態における値をそれぞれ表す6。また，

雇用状態にある家計を S = E，失業状態にある

家計を S = U とする。

次に，各個人の予算制約式を考える。雇用状

態にある場合は若年期，老年期における予算制

約式をそれぞれ，

wt = cE,y
i,t + mE,y

i,t − τt,

mE,y
i,t

1 + πt
+ bt+1 = cE,y

i,t+1 + mE,o
i,t+1. (2)

と表すことができる。失業状態にある場合は若

年期，老年期における予算制約式をそれぞれ，

z = cU,y
i,t + mU,y

i,t − τt,

mU,y
i,t

1 + πt
+ bt+1 = cU,y

i,t+1 + mU,o
i,t+1. (3)

と表すことができる。wt は実質賃金，zは失業

保険額を表し，失業状態にある家計にのみ給付

される。τt は一括税を表し，失業保険の税源と

なる。また，bt+1 は前期の老年世代が遺した貨

幣保有量であり，政府により分配されるもので

ある。政府の予算は各期均衡財政であることを

仮定し，

∫ 1

0
τtdi =

∫ 1

xt

zdi, xt ∈ (0, 1), (4)

bt+1 =

∫ 1

0
mS ,o

i,t di

1 + πt
, (5)

と表すことができる。1 − xt は失業率を表す。

6 Ono et al. (2004) は流動性制約に関する不飽和性を日本の
データで実証している。

名目貨幣供給量は M̄で一定であるとし，貨幣

の需給均衡式は以下のように表せる。

∫ 1

0
(mS ,y

i,t + mS ,o
i,t )di =

M̄
Pt
. (6)

企業部門は競争的であり，モデルの単純化の

ために，労働一単位当たりの生産性が θで常に

一定である線形の生産関数を持つことと仮定す

る。この仮定から利潤最大化条件より実質賃金

は w = θとなり，時間を通じて一定となる。完

全雇用が達成されている場合，経済の総生産量

は以下のようになる。

YF
t = θ

∫ yt

0
di = θyt, (7)

1 − yt は自発的失業率を表す。完全雇用が達成

されていない場合，経済の総生産量は以下のよ

うになる。

YD
t = θ

∫ xt

0
di = θxt. (8)

この節の最後に，各個人の最適化問題につい

て議論する。t期に生まれた各個人の効用最大化

問題を解くと，以下のような条件を導出できる。

1 − δ

1 + πt

u′(cS ,o
i,t+1)

u′(cS ,y
i,t )

=
μ′(mS ,y

i,t )

u′(cS ,y
i,t )
, (9)

v′(mS ,o
i,t+1) = u′(cS ,o

i,t+1). (10)

(7)は左辺の消費の利子率と右辺の流動性選好が

等しくなることを示すケインズ法則を示してい

る。また，(8)式は老年期において消費と貨幣保

有の限界効用が等しくなること示している。
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3 不況定常状態における均衡

この節では，老年期における貨幣保有の限界

効用が下限 βに張り付いてしまっている不況定

常状態について分析を行う7。分析と集計の簡単

化のために以下の二つの仮定をおいて議論する。

一つ目は効用関数について消費は対数関数，若

年期における貨幣保有は線形であるとし，次の

ように仮定する。

Assumption 3.1

u(c) = log c, μ(m) = σm.

二つ目は，労働市場の賃金調整速度は需給乖離

率の関数であるとし，次のように仮定する。

Assumption 3.2

Wt+1 −Wt

Wt
= πt = α(

Ct

YF
t

− 1),

where
∫ 1

0
(cS ,y

i,t + cS ,o
i,t )di ≡ Ct and Ct = YD

t .

労働市場における賃金の調整速度は，需給乖離

率Ct/YF
t が１から乖離するほど速くなる。また，

財市場の均衡条件より総有効需要 Cと総供給量

YD
t は等しい。さらに，企業部門の利潤最大化条

件から実質賃金は常に一定であることから，財

市場における価格の調整速度も賃金調整速度と

等しくなる。

上記の仮定の下，各個人の貨幣の限界効用に

ついて老年期では一定値 βになっている不況定

常状態を考える。仮定 3.1と (8)より，

cS ,o
i =

1
β
, f or all i. (11)

また，各個人の若年期の消費に関しても，仮定

7 モデルの収束と安定性の議論は Ono (1992)，Hashimoto
(2004) に詳細に書かれているのでここでは省略する。

3.1，(7)，(11)を用いると，

1 − δβc
S ,y
i,t

1 + πt
= σcS ,y

i,t . (12)

このように，貨幣の限界効用が一定であるとい

う仮定を用いることにより，不況定常状態にお

ける消費水準はどの個人 iに関しても若年期，老

年期共に同水準になることが示される。

次に，不況定常状態における自発的失業率につ

いて考える。個人の労働供給は若年期に行われ

るので，個人は若年期の効用水準にのみ注目して

労働供給の決定を行う。したがって労働を供給

することと失業状態が無差別な個人は ΦE
y = Φ

U
y

によって決定されることになる。(12)より，若

年期の消費水準は等しく貨幣保有量のみが各個

人によって異なることが示されるので，失業状

態と雇用状態の効用が若年期において等しい個

人は，

z =
θσ − ey(z)

σ
, (13)

となる。ここで，y(z)は失業保険 zが与えられ

たときに労働供給と失業状態にいることが無差

別な個人の指標である。よってこの式から自発

的失業率が 1 − y(z)と決定される。労働に対す

る不効用 eiの分布は，[e, e]の間で一様分布であ

るとの仮定の下，zの上昇は労働に対する不効用

の閾値 eの水準を低下させる。したがって，労

働供給と失業状態が無差別な個人の指標 y(z)は

低下する。つまり，失業保険額 zの増加によっ

て自発的失業率 1 − y(z)が上昇する。すなわち

dy(z)/dz < 0である。

各個人から導かれるケインズ法則式 (12)を仮

定 3.2と (13)を用いて集計し，既存の研究に倣

い利子率を表す πカーブと流動性選好を表す l

カーブを以下のように定義する。
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F(Cy, y(z)) = 1 − δβCy

1 + α(
Cy+ 1

β

θy(z) − 1)
(14)

G(Cy) = σCy. (15)

πカーブと lカーブが交差する点が，若年世代の

消費の集計量になる。また，それを元に経済全

体の総有効需要が決定される。ここで，πカー

ブは Cy に対して右下がりになることが確認で

きる。自発的失業率 1− y(z)が増加すると，デフ

レギャップの減少によりデフレ率が減少し，老

年期の消費が割高になることから若年期の消費

が増加する。すなわち ∂F(Cy, y(z))/∂y(z)となる

ので，πカーブは上方へシフトする。

不況定常状態において老年世代の総消費は，貨

幣の限界効用が一定になっていることから 1/β

と表すことができる。よって若年世代の有効需

要Cyが π− l分析により決定すると，失業率 1− x

は財市場の均衡式より以下のように決定される。

1 − x = 1 −
Cy + 1

β

θ
. (16)

この有効需要と失業率の関係を表す式をデフレ

ギャップ・カーブと名づける。

4 失業保険額変更の効果

この節では，前節で求めた不況定常状態にお

ける失業率と有効需要が，失業保険額の変化に

よりどのような影響を受けるかを分析する。不

況定常状態において，失業保険の増額は２つの

効果を持つ。一つは労働意欲を低下させること

により自発的失業者が増加する効果であり，こ

れは (13)で示した。もう一つは，自発的失業者

の増加によりデフレギャップが減少し，賃金調

整速度が遅くなることによる有効需要の増加か

ら導かれる，非自発的失業率の減少の効果であ

る。この後者の効果について以下で分析する。

非自発的失業率は全体の失業率から自発的失

業率を除したものであるため，y − x で表すこ

とができる。dy(z)/dz < 0，すなわち失業保険

額を増加させると自発的失業率が上昇するこ

とは (13) において確認した。ここで π カーブ

が自発的失業率の変化によって受ける影響は，

∂F(Cy, y(z))/∂y(z) < 0となる。つまり (14)より

自発的失業率 1−y(z)の増加は完全雇用生産水準

を減少させることにより，デフレギャップを減

少させ πカーブを上方へシフトさせることを示

した。よって失業保険額の変化に関する πカー

ブへの影響は (∂F(Cy, y(z))/∂y(z))(dy(z)/dz) > 0

となる。この変化を π− l分析上に図示したのが

図１である。

図 1: π-l分析上での失業保険額の増加の効果

このように，不況定常状態における有効需要

分析の中で，失業保険の増額は自発的失業率

1 − y(z) を増加させるが，デフレギャップの減

少をもたらすことにより有効需要を増加させる。

また，(16)より有効需要の増加は全体の失業率

1 − xを減少させるので，∂x/∂Cy である。した

がって，失業保険額と全体の失業率との関係は

(∂x/∂Cy)(dCy/dz) > 0となる。これは失業保険

額の増加（減少）は有効需要額が増加（減少）を
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もたらし，その結果失業者数 1 − xが減少（増

加）することを意味している。

ここで，それぞれの失業率を縦軸，失業保険

額を横軸に取り，(13)式で表される非自発的失

業・カーブと (16)式で表されるデフレギャップ・

カーブを同じ平面に図示し，失業保険額の増額

によるそれぞれの失業率の変化を表したのが図

２である。非自発的失業・カーブは，失業保険

額の増加は非自発的失業率を増加させることか

ら dy(z)/dz < 0であり，右下がりの曲線となる。

一方デフレギャップ・カーブは，前述した通り

失業保険額と全体の失業率の負の相関関係を示

すことができるので，∂x/∂z > 0となり，右上が

りの曲線となる。

図 2: 失業保険の上昇とデフレギャップの縮小の
効果

もし失業保険額を zから z′ へ増加させると，
第一に各個人の失業に対する便益が増加するた

め，自発的失業率 1 − yが 1 − y′まで増加する。
これは (13)によって示された通り，失業保険額

zの増加によって労働の不効用がある程度低く

ても失業を選ぶインセンティブを増加させるか

らである。第二に，この自発的失業率の増加は

デフレギャップを減少させるので有効需要が増

加する。これは (16)によって示された通りで，

デフレギャップ・カーブは右上がりになってい

るので，zの増加によって有効需要が増加し全体

の失業率は 1− xから 1− x′へと減少する。第三
に非自発的失業率は y− xから y′ − x′へと減少す
る。全体の失業率の減少と非自発的失業者の増

加の２つの効果から導出されるものである。以

上のように，失業保険額の変動が自発的失業だ

けではなく，非自発的失業へも影響を与えうる

ことを本稿のモデルにより説明できる。

5 おわりに

本稿の不況定常状態における有効需要分析モ

デルにおいて，失業保険と失業率の関係は，自

発的失業に対する影響だけではないことを示し

た。特にデフレギャップの縮小が有効需要の増

加をもたらすというOno(1992)の分析に沿って，

非自発的失業率への影響を加味し，全体の失業

率の議論を可能にすることができた。現実には

非自発的失業者と自発的失業者が同時に存在し

ている。このモデルを用いることで，失業保険

額の変化とその２種類の失業への効果を分析す

ることは有用であろう。

将来の課題と拡張の可能性について触れる。

本稿のモデルではサーチ理論に代表されるよう

なより複雑な労働市場は導入されていない。し

かし，マッチングフリクションの存在するよう

な労働市場を仮定すると，自発的失業の増加と

労働市場における求人倍率への変化が容易に想

像される。サーチ理論を用いる労働市場のより

詳しい分析を行い，有効需要分析へ拡張するこ

とも可能であろう。また，近年現実の失業率の

国ごとの違いや動きを，理論モデルの数値計算

を行うことによって説明しようとする試みが盛

んに行われている。本稿のモデルでも数値計算

やシミュレーションを行い，現実をどれだけ説明

できるかを確認するのは興味深いと考えられる。
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Unemployment insurance in effective demand analysis:

the effects on voluntary and involuntary unemployment

Koki Sugawara

This paper presents the model to analyze both voluntary unemployment and involuntary un-

employment simultaneously by using the Ono model (1992, 2001) with heterogeneity of labor

disutility. We show that a rise of unemployment insurance has two impacts on unemployment

rate under stagnation. The one is a rise of voluntary unemployment rate because labor sup-

ply of workers depends on the unemployment insurance. The other is a fall of involuntary

unemployment rate because labor demand is adjusted by the deflation gap under stagnation

attributed to shortage of effective demand.

JEL classification: E24; E41; J65
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